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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第８期
第１四半期

連結累計(会計)期間

第９期
第１四半期

連結累計(会計)期間
第８期

会計期間
自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日

自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日

自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日

売上高 (千円) 163,004 158,225 571,800

経常損失（△） (千円) △93,567 △64,605 △370,026

四半期(当期)純損失
（△）

(千円) △95,587 △80,711 △397,107

純資産額 (千円) 1,703,526 1,283,618 1,365,466

総資産額 (千円) 2,003,605 1,577,631 1,656,196

１株当たり純資産額 (円) 29,015.95 21,863.71 23,257.82

１株当たり四半期
(当期)純損失金額
（△）

(円) △1,628.13 △1,374.74 △6,763.89

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.0 81.4 82.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △121,883 △99,496 △309,950

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △13,605 △1,099 △45,254

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 48,002 △14,448 38,858

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,403,453 1,058,041 1,173,176

従業員数 (名) 49 48 48

(注)  １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等については、記載してお

りません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり

四半期（当期）純損失を計上しているため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

  当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年３月31日現在

従業員数(名) 48 [2]

(注) １．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の [  ] 外書きは、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換

算）であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年３月31日現在

従業員数(名) 46 [2]

(注) １．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の [  ] 外書きは、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）

であります。

　

EDINET提出書類

カルナバイオサイエンス株式会社(E00987)

四半期報告書

 3/52



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

  当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(千円)

　

前年同四半期比(％)

創薬支援事業 214,506 ─
　

(注)１．上記の金額は、販売価格によっております。

　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　 ３．創薬事業については、生産を行っていないため記載しておりません。

　
(2) 受注実績

  当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(千円)

　

受注残高(千円)

　

前年同四半期比
(％)

前年同四半期比
(％)

創薬支援事業 143,821 ― 18,040 ―

創薬事業 7,200 ― ― ―

合計 151,021 ― 18,040 ―
　

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

  当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円)

　

前年同四半期比(％)

創薬支援事業 151,025 ─

創薬事業 7,200 ─

合計 158,225 ─
　

(注)１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第１四半期連結会計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

大鵬薬品工業㈱ 30,901 19.0 ─ ─

小野薬品工業㈱ 26,069 16.0 ─ ─

（注）当第１四半期連結会計期間における大鵬薬品工業㈱及び小野薬品工業㈱の販売実績及び総販売実
績に対する割合は、当該割合が100分の10未満となったため、記載を省略しております。

　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

(1) 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　
(2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状

況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象（重要事象等）

  当社グループは、継続して営業損失及び営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況（重要事象等）が存在しております。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループが判断したもの

であります。

(1) 経営成績の分析

  当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国における経済の好況を背景に企業収益の改善

が続いているものの、雇用情勢や円高基調の為替相場並びに３月11日に発生しました東日本大震災の影響

等により先行き不透明な状態で推移いたしました。当社グループが属する製薬業界におきましては、医療制

度改革や大手製薬企業の主力製品の相次ぐ特許切れによる企業収益の圧迫等を背景として、研究拠点の統

廃合を行うとともに創薬研究をアウトソースする傾向が強まっており、国際的な新薬開発競争は激しさを

増しております。

  このような外部環境の中、当社グループは、キナーゼ創薬に係る創薬基盤技術を核とした創薬支援事業並

びに創薬事業を積極的に展開し、事業の拡大を図ってまいりました。

  事業別で見ますと、創薬支援事業におきましては、海外市場特に米国における売上拡大に注力し、学術営

業要員の配置による当社技術の積極的なアピールを展開するとともに、展示会でのポスター発表など当社

からの情報発信を積極的に行ってまいりました。また、創薬事業におきましては、ガンを重点領域とした研

究開発方針のもと、多種にわたるガン細胞への効果を検証し、より安全で効果の高いキナーゼ阻害薬の創出

を目指して引き続き最適化研究を実施しております。さらに、当社グループのその他の研究パイプラインに

関しましても、研究パートナーとのアライアンスを活用する等、研究開発リソースを効率的に活用し研究を

推進してまいりました。

  以上の結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は158百万円（前年同四半期比2.9％減）、営業損失は65

百万円（前年同四半期は93百万円の損失）、経常損失64百万円（前年同四半期は93百万円の損失）、四半期

純損失80百万円（前年同四半期は95百万円の損失）となりました。
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  セグメント別の業績は次の通りです。

①創薬支援事業

  キナーゼタンパク質の販売、アッセイ開発、プロファイリング・スクリーニングサービスの提供等に

より、創薬支援事業の売上高は151百万円（前年同四半期比3.4％減）、営業利益は38百万円（前年同四

半期比78.0％増）となりました。売上高の内訳は、キナーゼタンパク質の販売69百万円（前年同四半期

比13.9％増）、アッセイ開発11百万円（前年同四半期比26.7％減）、プロファイリング・スクリーニン

グサービス68百万円（前年同四半期比15.7％増）、その他は１百万円（前年同四半期比92.4％減）で

あります。その他の売上の大幅な減少は、前年同四半期に計上があったリード探索サービスの売上が、

協業先であったOSI Pharmaceuticals, Inc.が買収されたことに伴い減少したことによるものであり

ます。

　

②創薬事業

  当第１四半期連結会計期間の創薬事業の売上高は７百万円（前年同四半期比8.1％増）、営業損失は

103百万円（前年同四半期は114百万円の損失）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

  当第１四半期連結会計期間末における総資産は1,577百万円となり、前連結会計年度末と比べて78百万円

減少しました。その内訳は、売掛金の増加30百万円、有価証券の減少100百万円等であります。

  負債は294百万円となり、前連結会計年度末と比べて３百万円増加しました。その内訳は長期借入金の減

少14百万円、資産除去債務の増加22百万円等であります。

  純資産は1,283百万円となり、前連結会計年度末と比べて81百万円減少しました。その内訳は四半期純損

失の計上80百万円等によるものであります。

  また、自己資本比率は81.4％（前連結会計年度末は82.4％）となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

  当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により99

百万円減少し、投資活動により１百万円減少し、財務活動により14百万円減少した結果、当第１四半期連結

会計期間末においては1,058百万円（前連結会計年度末比115百万円減）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動により減少した資金は99百万円（前年同四半期は121百万円の減少）となりました。これは主に

税金等調整前四半期純損失75百万円の計上、売上債権の増加30百万円、未払金の減少９百万円、資産除去債

務会計基準の適用に伴う影響額10百万円及び減価償却費９百万円の計上等の差し引きによるものでありま

す。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

  投資活動により減少した資金は１百万円（前年同四半期は13百万円の減少）となりました。これは有形

固定資産の取得による支出１百万円によるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動により減少した資金は14百万円（前年同四半期は48百万円の増加)となりました。これは長期借

入金の返済による支出14百万円によるものであります。

　

EDINET提出書類

カルナバイオサイエンス株式会社(E00987)

四半期報告書

 6/52



　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

  当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は78百万円であります。

　

(6) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改

善するための対応策

  「第２  事業の状況  ２  事業等のリスク  (2) 提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前

提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事項（重

要事象等）」に記載のとおり、当社グループは、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。

  当該重要事象等を解消するために、当社グループは、創薬支援事業においては更に拡販に努めることで売

上の上積みを図るとともに、創薬事業においては研究開発をさらに推し進め、新薬候補化合物を製薬企業に

導出することで契約一時金等の収入を獲得してまいります。さらに、研究の効率化や諸経費の節減等により

販売費及び一般管理費の圧縮に継続的に取り組むことで、早期の全社業績の黒字化を達成し、当該重要事象

等が解消されるよう取り組んでまいります。

  なお、当社グループは事業活動を継続するための十分な手元資金を保有しております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

  当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

  当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて重要な変更はありません。

  また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000

計 300,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 58,710 58,710
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（グロース）

(注）１、２

計 58,710 58,710 ― ―

(注) １．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

２．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

３．提出日現在の発行数には、平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　
株主総会の特別決議日(平成15年９月８日)  第１回②

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 ３個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)５ 30株（注)３、４

新株予約権の行使時の払込金額（注)６ 4,955円（注)３、９、10

新株予約権の行使期間
平成15年９月12日から
平成25年９月８日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格    4,955円
資本組入額  4,955円
（注)３、６、９、10

新株予約権の行使の条件 （注)７

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)７

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は10個であり、平成15年９月８日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権６個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．当社は、平成16年５月６日付で株式１株につき10株の株式分割を行っております。これにより、新株予約権の

目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額が調整されております。

４．新株予約権１個につき目的となる株式数は、10株であります。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、当社は次の算式により目的たる株式の数を調整するものとし

ます。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数のみにて行い、

調整の結果生じる１株未満の端数を切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

　

６．当社が株式分割等により当該払込価額を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、次の算式(コンバー

ジョン・プライス方式)により調整されるものとします。調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。
　

調整後払込価額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込価額 ＋ 新発行株式数 × １株当たり払込金額

既発行株式数 ＋ 新発行株式数
　

７．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権は、その一部の株式につき行使することができる。

(2) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(3) その他の条件については、株主総会ならびに取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者と

の間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによるものとする。

８．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

当社が解散したときは、新株予約権を取得する。
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９．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の資本組入額」は5,000円から4,958円に調整しております。

10．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合

の資本組入額」は4,958円から4,955円に調整しております。
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②  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成16年６月14日)  第２回①

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 175個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 175株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 49,538円（注)８，９

新株予約権の行使期間
平成18年６月21日から
平成26年６月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格    49,538円
資本組入額  49,538円
(注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は715個であり、平成16年６月18日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権300個の付与を決議しております。以後、権利放棄等の理由により権利を喪失した個数

を減じております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは会社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場し、または日本証券業協会に店頭登録する日の前日までは新

株予約権を行使することができない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限

りではない。

(2) 発行時に当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締

役、監査役または従業員の地位を保有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任

・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場

合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、総会決議及び新株予約権発行の取締役決議に基づき、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が株式予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその株式予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合

の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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③  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成16年６月14日)  第２回②

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 105個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 105株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 49,538円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成16年６月21日から
平成26年６月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格    49,538円
資本組入額  49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は715個であり、平成16年６月18日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権105個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは会社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場し、または日本証券業協会に店頭登録する日の前日までは新

株予約権を行使することができない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限

りではない。

(2) 発行時に当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締

役、監査役または従業員の地位を保有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任

・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場

合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、総会決議及び新株予約権発行の取締役決議に基づき、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が株式予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその株式予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」及び「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合

の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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④  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成16年６月14日)  第３回①

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 90個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 90株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 49,538円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成18年10月１日から
平成26年６月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格    49,538円
資本組入額  24,769円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は715個であり、平成16年８月20日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権150個の付与を決議しております。以後、権利放棄等の理由により権利を喪失した個数

を減じております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは会社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場し、または日本証券業協会に店頭登録する日の前日までは新

株予約権を行使することができない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限

りではない。

(2) 発行時に当社の取締役、監査役または従業員であった新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締

役、監査役または従業員の地位を保有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任

・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場

合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は50,000円から49,572円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は25,000円から24,786円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は49,572円から49,538円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は24,786円から24,769円に調整しております。
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⑤  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成16年６月14日)  第３回②

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 140個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 140株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 49,538円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成16年10月１日から
平成26年６月14日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格    49,538円
資本組入額  24,769円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は715個であり、平成16年８月20日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権160個の付与を決議しております。以後、権利放棄等の理由により権利放棄した個数を

減じております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。
　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。
　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場し、または日本証券業協会に店頭登録する日の前日までは新

株予約権を行使することができない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限

りではない。

(2) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(3) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(4) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(5) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は50,000円から49,572円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は25,000円から24,786円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は49,572円から49,538円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は24,786円から24,769円に調整しております。
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⑥  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成17年１月24日)  第４回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 60個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 60株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成19年１月25日から
平成27年１月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は160個であり、平成17年１月24日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権60個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場し、または日本証券業協会に店頭登録する日の前日までは新

株予約権を行使することができない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限

りではない。

(2) 発行時に当社の従業員であった新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業

員の地位を保有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社

都合によりこれらの地位を失った場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限

りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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⑦  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成17年１月24日)  第５回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 80個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 80株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成19年４月１日から
平成27年１月24日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は160個であり、平成17年３月11日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権100個の付与を決議しております。以後、権利放棄等の理由により権利を喪失した個数

を減じております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場し、または日本証券業協会に店頭登録する日の前日までは新

株予約権を行使することができない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限

りではない。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。

　

EDINET提出書類

カルナバイオサイエンス株式会社(E00987)

四半期報告書

23/52



　

⑧  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成18年３月29日)  第７回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 180個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 180株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)９、10

新株予約権の行使期間
平成20年４月３日から
平成28年３月28日まで

（注)８

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、９、10

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は500個であり、平成18年３月29日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権180個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。
　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。
　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場する日の前日までは新株予約権を行使することができない。

ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案また

は株式移転の議案につき株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

８．平成19年８月31日開催の臨時株主総会において、新株予約権の行使期間を「自  平成20年４月３日  至  平

成28年４月２日」から「自  平成20年４月３日  至  平成28年３月28日」に変更することを決議しておりま

す。

９．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

10．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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⑨  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成18年３月29日)  第８回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 190個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 190株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成20年７月18日から
平成28年４月２日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は500個であり、平成18年７月14日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権190個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

　

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場する日の前日までは新株予約権を行使することができない。

ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる分割契約書若しくは分割計画及び当社が完全子

会社となる株式交換契約書若しくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合は、当社は新株予約権を

無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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⑩  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成18年３月29日)  第９回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 40個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 40株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成20年10月16日から
平成28年４月２日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は500個であり、平成18年10月13日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権40個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。

　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場する日の前日までは新株予約権を行使することができない。

ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる分割契約書若しくは分割計画及び当社が完全子

会社となる株式交換契約書若しくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合は、当社は新株予約権を

無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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⑪  平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成18年３月29日)  第10回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 50個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 50株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成21年１月４日から
平成28年４月２日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項 （注)６

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は500個であり、平成18年12月15日開催の取締役会において

上記条件の新株予約権50個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

４．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとします。ただ

し、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

てのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとします。
　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式の数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。
　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場

合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。
　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとします。

６．当該新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場する日の前日までは新株予約権を行使することができない。

ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

(5) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(6) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が権利を行使できる条件に該当しなくなった場合及び新株予約権者が新株予約権の全部又は

一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる分割契約書若しくは分割計画及び当社が完全子

会社となる株式交換契約書若しくは株式移転の議案が株主総会で承認された場合は、当社は新株予約権を

無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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⑫  会社法第238条及び会社法第239条の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成19年３月29日)  第11回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 980個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 980株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成22年４月16日から
平成29年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を必要と
する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は2,000個であり、平成19年４月13日開催の取締役会におい
て上記条件の新株予約権980個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。
４．当社が株式分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。)または株式併合等を行う場合、次の算式により目的
である株式の数を調整するものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使され
ていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨
てるものとします。

　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転等を行う場合等、目的である株式数の調整を必要とする
場合には、当社は必要と認める目的である株式数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。)または株式併合等を行う場合、次の算式により行使
価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場
合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に
読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとします。

６．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場する日の前日までは新株予約権を行使することができない

ものとする。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(5) その他の権利行使の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるものとする。

７．本新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得するこ

とができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる分割契約書もしくは分割計画及び当社が完全子

会社となる株式交換契約書もしくは株式移転計画の議案が株主総会で承認された場合は、当社は新株予約

権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。

　

EDINET提出書類

カルナバイオサイエンス株式会社(E00987)

四半期報告書

33/52



　

⑬  会社法第238条及び会社法第239条の規定に基づく新株予約権の状況

　

株主総会の特別決議日(平成19年３月29日)  第12回

　
第１四半期会計期間末現在
(平成23年３月31日)

新株予約権の数 390個（注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式（注)２

新株予約権の目的となる株式の数（注)４ 390株（注)３

新株予約権の行使時の払込金額（注)５ 99,075円（注)８、９

新株予約権の行使期間
平成22年７月17日から
平成29年３月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格     99,075円
資本組入額   49,538円
（注)５、８、９

新株予約権の行使の条件 （注)６

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を必要と
する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

―

(注) １．株主総会決議により承認を受けた新株予約権の数は2,000個であり、平成19年７月13日開催の取締役会におい
て上記条件の新株予約権390個の付与を決議しております。

２．単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

３．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。
４．当社が株式分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。)または株式併合等を行う場合、次の算式により目的
である株式の数を調整するものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使され
ていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨
てるものとします。

　

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転等を行う場合等、目的である株式数の調整を必要とする
場合には、当社は必要と認める目的である株式数の調整を行うことができるものとします。

５．当社が株式分割(当社普通株式の株式無償割当てを含む。)または株式併合等を行う場合、次の算式により行使
価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場
合は、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
　 　 新規発行株式数

既発行株式数 ＋
× １株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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なお、上記の計算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に
読み替えるものとします。

また、当社が他社との吸収合併もしくは新設合併を行い本新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができるものとします。

６．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の権利行使期間にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)

は、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場する日の前日までは新株予約権を行使することができない

ものとする。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(2) 新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位を保有していることを

要する。ただし、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失っ

た場合その他取締役会が正当な理由があると認めた場合についてはこの限りではない。

(3) 新株予約権１個未満の行使はできない。

(4) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、「新株予約権割当契約

書」に定める条件による。

(5) その他の権利行使の条件については、当社と新株予約権者で締結した「新株予約権割当契約書」によるも

のとする。

７．本新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1) 新株予約権者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合、当社はその新株予約権を無償で取得するこ

とができる。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約書、当社が分割会社となる分割契約書もしくは分割計画及び当社が完全子

会社となる株式交換契約書もしくは株式移転計画の議案が株主総会で承認された場合は、当社は新株予約

権を無償で取得することができる。

８．平成21年12月２日を払込期日とする一般募集による増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は100,000円から99,143円に、「新株予約

権の行使により株式を発行する場合の資本組入額」は50,000円から49,572円に調整しております。

９．平成21年12月25日を払込期日とする第三者割当増資に伴い、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格」は99,143円から99,075円に、「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の資本組入額」は49,572円から49,538円に調整しております。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年１月１日～
平成23年３月31日

― 58,710 ― 2,125,632 ― 673,100

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株式名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年12月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   58,710 58,710
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準的となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 58,710 ― ―

総株主の議決権 ― 58,710 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成23年
１月 ２月 ３月

最高(円) 48,20040,50039,400

最低(円) 37,00037,50021,700

(注)  株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロース）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成22年１月１

日から平成22年３月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成23年１月１日から平成23年３月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 928,041 943,176

売掛金 85,569 54,908

有価証券 200,000 300,000

商品及び製品 104,588 102,926

仕掛品 7,152 8,247

原材料及び貯蔵品 6,595 8,826

その他 44,012 38,384

貸倒引当金 △22 △16

流動資産合計 1,375,937 1,456,453

固定資産

有形固定資産 ※
 72,689

※
 66,775

無形固定資産 18,577 20,253

投資その他の資産 110,427 112,713

固定資産合計 201,694 199,743

資産合計 1,577,631 1,656,196

負債の部

流動負債

1年内返済予定の長期借入金 57,792 57,792

未払金 24,213 33,806

未払法人税等 1,921 5,357

その他 67,535 64,705

流動負債合計 151,463 161,661

固定負債

長期借入金 114,620 129,068

繰延税金負債 5,008 －

資産除去債務 22,921 －

固定負債合計 142,550 129,068

負債合計 294,013 290,729

純資産の部

株主資本

資本金 2,125,632 2,125,632

資本剰余金 673,100 673,100

利益剰余金 △1,476,085 △1,395,374

株主資本合計 1,322,646 1,403,357

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △31,840 △30,277

為替換算調整勘定 △7,188 △7,613

評価・換算差額等合計 △39,028 △37,890

純資産合計 1,283,618 1,365,466

負債純資産合計 1,577,631 1,656,196
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 163,004 158,225

売上原価 62,183 43,214

売上総利益 100,821 115,011

販売費及び一般管理費 ※
 194,151

※
 180,433

営業損失（△） △93,330 △65,422

営業外収益

受取利息 254 158

助成金収入 － 800

為替差益 － 560

その他 67 166

営業外収益合計 321 1,686

営業外費用

支払利息 293 792

為替差損 188 －

その他 76 76

営業外費用合計 558 869

経常損失（△） △93,567 △64,605

特別損失

減損損失 1,434 268

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,243

特別損失合計 1,434 10,511

税金等調整前四半期純損失（△） △95,001 △75,116

法人税、住民税及び事業税 586 586

法人税等調整額 － 5,008

法人税等合計 586 5,594

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △80,711

四半期純損失（△） △95,587 △80,711
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △95,001 △75,116

減価償却費 14,671 9,018

減損損失 1,434 268

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 5

受取利息 △254 △158

支払利息 293 792

助成金収入 － △800

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 10,243

売上債権の増減額（△は増加） 18,269 △30,257

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,561 1,804

仕入債務の増減額（△は減少） 150 －

未払金の増減額（△は減少） △42,745 △9,477

その他 △12,591 △3,665

小計 △119,339 △97,344

利息の受取額 298 193

利息の支払額 △436 △763

助成金の受取額 － 800

法人税等の支払額 △2,405 △2,382

営業活動によるキャッシュ・フロー △121,883 △99,496

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,610 △1,099

投資有価証券の取得による支出 △9,995 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,605 △1,099

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,998 △14,448

担保に供した預金の増減額（△は増加） △50,000 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 48,002 △14,448

現金及び現金同等物に係る換算差額 224 △89

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △87,262 △115,134

現金及び現金同等物の期首残高 1,490,716 1,173,176

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,403,453

※
 1,058,041
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月

31日）を適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失はそれぞれ352千円増加し、税金等調整前四半期純損失は10,595千円増

加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は22,808千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しており

ます。

　

【簡便な会計処理】

記載すべき重要な事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

カルナバイオサイエンス株式会社(E00987)

四半期報告書

42/52



　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 508,366千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。

 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 492,271千円

同左

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 　
　

役員報酬 21,125千円

給料手当 28,690千円

支払手数料 28,162千円

研究開発費 86,162千円

なお、研究開発費はすべて一般管理費に計上して

おり、上記の金額は研究開発費の総額であります。

※ 販売費及び一般管理費の主なもの 　
　

役員報酬 18,500千円

給料手当 30,062千円

支払手数料 19,824千円

研究開発費 78,436千円

なお、研究開発費はすべて一般管理費に計上して

おり、上記の金額は研究開発費の総額であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金 1,153,453千円

有価証券 300,000千円

計 1,453,453千円

担保に供している定期預金 △50,000千円

現金及び現金同等物 1,403,453千円

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金 928,041千円

有価証券 200,000千円

計 1,128,041千円

担保に供している定期預金 △70,000千円

現金及び現金同等物 1,058,041千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年３月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日 

至  平成23年３月31日)

　

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 58,710

　

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５．株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日）

　

　
創薬支援事業
(千円)

創薬事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客に対する売上高 156,344 6,660 163,004 ─ 163,004

計 156,344 6,660 163,004 ─ 163,004

営業利益又は営業損失(△) 21,498△114,829△93,330 ─ △93,330

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各区分の主な製品又は事業の内容

(1) 創薬支援事業…キナーゼタンパク質の販売、アッセイ開発

プロファイリング・スクリーニングサービス

(2) 創薬事業………キナーゼ阻害薬研究

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日）

　

　 日本(千円) 北米(千円) 計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

126,245 36,758 163,004 ─ 163,004

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

23,156 ─ 23,156 (23,156) ─

計 149,401 36,758 186,160(23,156)163,004

営業損失(△) △92,581 △491 △93,072 (257)△93,330

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米…米国

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日）

　

　 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(千円) 36,758 8,099 3,273 48,131

Ⅱ  連結売上高(千円) ─ ─ ─ 163,004

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

22.5 5.0 2.0 29.5

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

(1) 北米…米国、カナダ

(2) 欧州…デンマーク、ベルギー、英国、スペイン

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

（追加情報）

  当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日）を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社では、創薬基盤技術をベースに「創薬支援事業」及び「創薬事業」を展開しており、この２つの事業

を報告セグメントとしております。

  「創薬支援事業」では、キナーゼタンパク質の販売、アッセイ開発、プロファイリング・スクリーニング

サービス等を行っております。「創薬事業」では、キナーゼ阻害薬の研究開発を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間（自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日）

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

創薬支援事業 創薬事業 計

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 151,025 7,200 158,225

  セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― ―

計 151,025 7,200 158,225

セグメント利益又は損失（△） 38,265 △103,687 △65,422

（注）セグメント利益又は損失の合計は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しており差額はありません。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  当第１四半期連結累計期間において、重要な事項はありません。
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(金融商品関係)

企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度末日に比べ著しい変動

が認められるものはありません。

　

(有価証券関係)

当社グループの有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当四半期連結会計期間においてストック・オプションの付与はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当社グループの資産除去債務は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

　 　

　 21,863円71銭
　

　 　

　 23,257円82銭
　

　

(注)  １株当たり四半期純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第1四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末
(平成22年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 1,283,618 1,365,466

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額(千円) 1,283,618 1,365,466

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末（期
末）の普通株式の数(株)

58,710 58,710

　
２．１株当たり四半期純損失
　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

１株当たり四半期純損失 1,628円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期利益金額につい
ては、潜在株式は存在するものの、1株当たり四半期純損
失であるため、記載しておりません。

　

１株当たり四半期純損失 1,374円74銭

同左

　

　

(注)  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失
(千円)

95,587 80,711

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) 95,587 80,711

普通株式の期中平均株式数(株) 58,710 58,710

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式について前連結会計年度末
から重要な変動がある場合の概要

― ―
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年５月10日

カルナバイオサイエンス株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    寺    田    勝    基    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    南    方    得    男    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカル

ナバイオサイエンス株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日）及び第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日か

ら平成22年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カルナバイオサイエンス株式会社及び連結子

会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年５月10日

カルナバイオサイエンス株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    寺    田    勝    基    ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    南    方    得    男    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカル

ナバイオサイエンス株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連

結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成23年１月１

日から平成23年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、カルナバイオサイエンス株式会社及び連結子

会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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